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1 は じ め に
 本稿は,前 稿(長 崎大学教育学部 ・教育科学研究報告,第24号,昭 和52年)の 「教育政策論へ
の序章」を うけて,そ の本題を論 じようとするものである。
 序章に対する本章としては,当 然に 「教育政策論」 ぐらいを標題に掲げるべきではあろ
うが,漸 次その想を練っている間に,そ の標題をここで用いることはとても無理だという
ことが明らかになってきた。という理由は,筆 者の当初の仮説のように,教 育政策が深 く
教育の本質に関わる以上,教 育政策を 「論」 として,そ れ自体を抽象的に考えることは必
ず しも適当ではなく,む しろ具体的な 「教育政策過程」 のなかで,現 実の教育と政策とが
どのように関わりを もち,相 互に制 し合っているのか,同 時に政策のなかに教育の在るべ
き相がどのように探求されているのかなどをみることが必要だと観 じられてきたからであ
る。よって,本 論に当る部分は,一 般政策に即 して教育政策はいかに構成されるのか,そ
して,そ のことが教育の本質といかに関わるのか(次 稿)を 傭目敢しようと構想 し,本 稿は
その前者にあたる部分を担 うものとして試論されたものである。
 さご,前 稿までの論 旨によれば,政 策は,形 式的な面からすれば,人 間活動の合理化機
能現象,換 言すれば行為の知能的合理化機能現象であるといわれたが1),こ れを実質面か
ら考察すれば,ま さに権力がその行為の正当性を誇示 ・承認 させるたあに,あ らゆる政治
的資源を総合 した 「場」 に露呈された権力イメージに外ならないといわれた2)。 したがっ
て,後 者の立場を更に追究 していくと,政 策は,既 成の,固 定 した 「もの」ではな く,政
治が政治的資源 と政治的技量とを結合 させて政治的影響力を造出し,そ の影響力の下に社
的正当性を確立 したうえで強制的または或る制裁の下に価値を配分する一そうした機構の
会総体であるということになろう。この意味で,政 策は,政 治過程または政策循環過程,





 よって,わ れわれは,以 下 この二つのもの(本 稿では後者)に 関して教育的な側面から
考察を進めてい くことにす る。
2 変換過程の分析
 政治過程または政策過程は,入 カー変換一出力の円環過程で ある と見撒 され た。 「入
力」は,政 治体系の存続に深 く関わる環境内の多様な事象や条件の影響を濃縮的に把握す
る要約変数であり,「 出力」 は,環 境からの要求に対する応答または要求を抑圧する努力
としての権威の決定および行為である。 したがって,「 変換」は,ま さにこの入力 と出力
との連係変数なのであるが,ま た,具 体的には入力によって把握 された要求と出力におけ
る権威の決定および行為との間の通信,交 換,浸 透 として説明することができる5)。
 しかし,出 力の 「権威の決定および行為」を喚起または造出する 「通信,交 換,浸 透」
機能を 「機関」 として考察すれば,変 換はさらに 「形成」 と 「決定」 に分析することがで
きる。形成と決定は政治過程における一連の過程であり,連 続的に展開す る もので あ る
が,機 関 ・制度的には異なった段階に属 しているので,一 応分離 して考察することが必要
であろうと考える。
 (1) 政策形成過程一政策立案過程
 政策が企画され,立 案される過程を総括 して政策形成過程という。それは,権 力がその
目的を達成 しようとする政治過程のうち,重 要な部分の一つであり,種 々の要因が錯綜 し
あう複雑な過程である。 したがって,さ きに形成 と決定とは異質の作用だとして分離 した
が,現 実に,機 能的に捉える場合,両 者間にはむしろ連続面が多いことも看過 してはなら
ない。それは,例 えば,政 策を必要 とす る問題状況,そ れ らを囲緯する社会的諸勢力(圧
力団体,支 持団体など)の 相互作用および形成 ・決定を促進する諸要因などが共通的であ
るか らである。ただ,形 成のダイナミックスが決定のそれに先行 す る といえ るだけであ
る。
 イ 政策形成過程の分析と 「場」
 前稿既述のように,D・ イース トンにあっては,政 策形成過程は政治体系の生活諸過程
として捉え られた。すなわち,そ れは,「 政治体系が安定と変動の世界でいかにして首尾
よく存続するか」の課題に応える生活の諸過程 で あった。 したがって,政 治体系=権 力
は,自 己を囲続 して作動する諸条件に対して適切 ・有効に反応する必要がある。この点に
関連 して,イ ース トンは,政 治体系を 「途方 もなく可変的な能力」だといったが6),こ の
政治体系をして先の課題に応え しめ,「 可変的な能力」たらしめるものこそ,ま さに政策
形成過程のダイナ ミックスなのである。そして,こ の政策形成過程の複雑なダイナ ミック
スも,そ の局面を単純化 して模式的に示せば大よそつぎのようになるであろう。
 政策形成は,政 策需要 という問題状況が認知 され,そ の需要に応えるという問題解決の
必要性が意識されたところから出発す る。したがって,要 約的にいえば,そ れは,問 題解
決策の探求 として展開す る。熊谷一乗氏 はJ・A・ ロビンソン,R・L・ マジヤーク,
丁・C・ チャールスワースらの見解を斜酌 しなが ら,次 の四つの位相を樹てている7)。
 認知的位相一情報収集 ・分析,状 況判断,問 題の明確化。
3
教育政策過程の分析 一形成過程と決定過程について一(熊 谷)
 評価的位相一状況 ・問題に対応 した政策目的または政策手段についての選択肢の案出と
  設定,そ の比較検討,既 成の法体系 ・慣行などの法規範的制約条件との関連の検討。一
 調整的位相一意思決定参加者お よび利害関係者相互 の対立 ・葛藤の調整,取 引き,説
  得,譲 歩,妥 協。
 決定的位相一重要事項の確認,意 思決定責任者の裁定,意 思決定参加者の談合ない し多
  数決による政策 目的 ・政策手段の選択,決 定。
 以上の位相過程は,必 ず しも直線的に順序を追って経過すると限った ものではな く,相
互にフィー ドバ ックしなが ら螺旋的に反覆 し,進 行する。そ して,こ の発展運動は,当 然
それが展開されるための社会的な 「場」を必要とするか ら,こ の 「場」が政策形成のたあ
の組織,つ まり 「機構」を構成するのである。一般に,そ れは広義に 「行政府機構」 とい
ってよいであろう。
 政策形成は,主 として行政府機構とい う集合的 ・社会的な 「場」 のなかで遂行されるも
のであるから,一 見,不 確定かつ非合理的要素を伴 うもののように受け取 られるが,現 実
的には一定の準拠枠のなかで,組 織的に,し かも権威的に行われるし,ま た行われな くて
はならない。第一に,政 策形成は,権 力の維持 ・獲得のために,そ の権力行使の一環どし
て,責 任に裏付けられた権威(正 統性)あ るものでな くて はな らな い し,第 二に,そ れ
は,、ぼう大な情報収集,そ の綿密 ・適確な分析を通 して,可 能な限 りの客観性と合理性を
確保 しなくてはな らない。こうして,政 策は,組 織化 ・制度化された権威ある機構のなか
で形成され,そ れゆえに正当性を もって審議の場に登場することができる仕組みになって
いる。こうした制度化された機構は,そ の組織化が進み,複 雑化すればするほど専門的に
分化 し,官 僚化を進めてい くことは周知のとおりである8)。
口 政策形成の諸機関
 政策の形成は,制 度化された機構を媒介として組織的にな され る意思決定の過程であ
る。そして,政 策が実効性をもつためには,社 会的にその正当性が公認され,し かもその
実現に向かって政治的 ・行政的行為を拘束するものでな くてはな らない。教育政策の正当
性と拘束性は,明 治4年9月 に文部省が設立されて以来,制 度化された権威ある機構の中
での組織的な意思決定の結果として形成されることになった。 してみれば,政 策形成過程
において 「機構」の占める比重は重いものがある。      1
 しかしながら,機 構それ自体は,何 ら政策形成機能を果すものではない。それは,機 構





把握し,処 理して,政 策に変換する一種の情報処理装置であり,政 治 ・行政過程において
重要な位置を占めている9)。 この機能こそが,政 治体系の 「途方 もな く可変的な能力」を
発揮させる動力なのである。




った。 しかも社会 ・政治構造の複雑化に伴なう入力要因の多元化により,教 育政策形成に
関与する行政官庁も,単 に文部省だけに限 らず,極 めて多様化 され るよ うになった。以
下,こ れらの機関に関 してごく簡略に触れておきたい。
 政党  戦後,政 党の果す政策形成上の機能は,戦 前 とは比較にならないほど増大 して
いる。それは,第 一に,日 本国憲法における主権在民,国 会優位の規定の下に,議 会制民
主主義と議院内閣制の制度が確立 し,そ れに基づいて政党政治が行われていること,第 二
に,教 育の運営と行政の在 り方を規定する法規範の制定と運用が法律主義に立 っているこ
と,第 三に,大 衆民主主義の下で大衆の支持を獲得するたあに政策を提示することが政党
にとって必要不可欠であることなどに由るものであるio)。
 教育政策が立案されて国会に提出される場合は,文 部省一閣議一内閣提出法案と,政 党
一議員提出法案の二つのルー トがある。後者の場合は,政 党の政策形成機関が文部省から
独 自の立場で政策を形成 し,党 として法案化を決定し,普 通の場合は20人 以上の,予 算措
置を伴う場合は50人 以上の賛成者をもって国会に提出 され る11)。議員提出法案は,与 野
党の対立,駆 引のために未成立に終る場合が多いが,政 策を形成し,法 案化することが政




 こうして,政 党およびその政策形成機関の存在を無視 しては,戦 後の教育政策の形成,
立案の実態を把握することはできない。いま,試 みに与党 自由民主党の政策形成機関につ
いて述べるとつぎのようである。
 自由民主党は,昭 和30年 の保守合同以来,単 独で政権を担当してきた最大の政党である
だけに,そ の政策形成機関も専門化が進み,体 制も整備されている。そこには,政 務調査
会に所属する二つの機関が存在する。
 文教部会は,主 として各年度ごとの文教予算編成を中心に,短 期的に解決を要す る教育
上の諸問題について具体的な政策を立案 し,そ の立法化を図る推進力 となる。構成員は両
院の文教委員会所属議員と希望者の うち部会長の委嘱 した議員で,60～80名 前後である。
正 ・副会長とも若手議員が占めているように,全 体 として部員の年令は若いのが特色であ
る。 これに対 し,文 教制度調査会は,全 般に古参議員を以て構成 し,正 ・副会 長 には大
臣,次 官経験者をおいている。その任務は,長 期的展望に立つ政策の基本方針を確立する
ことであるが,特 に重要な政策課題に対 しては小委員会を常置 している。構成員は希望議
員を以てあて,情 勢によって大きく変動する。部会 と調査会の構成員は重復 して所属 して
いる者が多 く,特 に役職者はほぼ例外な くそうであり,ま た緊急かつ重要な政策課題の解
決,重 要法案の形成に際しては,し ばしば合同会議が開かれている13)。
 文部省  勅令主義の戦前においては,文 部省は枢密院や内務省か らの可成 りの制約は
あったが,ほ ぼ独占的に教育政策の立案,決 定,執 行をとり仕切っていた。 しかし,戦 後
は,文 部省設置法(第5条)の 規定の下に指導助言を中心 とす るサービス機関たることが




 しかし,専 門的に分化した官僚制教育行政事務機構から成る文部省が,単 なるサー ビス
機関に甘ん じるはずはな く,し だいに政策形成過程に重要な位置を占めつつあることは周
知のとお りである。大臣官房は,文 部省所管の予算案を作成するほか,基 本的な文教施策
について調査,企 画し,所 管事務に関する一般的調査統計を行ない,必 要な資料の収集,
解釈,結 果の利用が法的に(文 部省設置法第7条)で きることになってい る。 これは,文 部
省のもつ法的権限であり,明 らかに政策形成の範疇に属する機能でもある。また,国 家行
政組織法(第16条)に よれ ば,文 部大臣は,教 育行政上の事項に関して法律 ・政令の制定
を必要と認めるときは案を具 して内閣総理大臣に提出し,閣 議にはかることができるとい
う立法発議権 が法的に保障されている。なお,法 律の許す範囲内においてではあるが,国
会とは無関係に行政裁量によって決定できる訓令,通 達,告 示を発 して現場を拘束するζ
ともできる14)。
 現行法体系によれば,文 部省と教育委員会および国公私立学校との間には上下関係はな
いはずである。しかし,現 実には建前上の対等関係を越えて,指 導助言権,教 育予算執行
権,勧 告 ・措置要求権,承 認権ならびに行政命令権などの行使によって上一下の行政的支
配関係ができ上っている15)。こうして,文 部省の公教育体制支配機能 および政策形成機
関としての機能は,現 実にはいぜんとして強大である。
 審議会  文部省設置法(第26条,第27条)に よれば,現 在,文 部省には14の 各種審議i会
が設けられているが,教 育政策形成に直接的に関係 し,か つ重要な ものとしては中央教育
審議会がある。このことは,他 の審議会が法第27条 に一括 して列挙 ・表示 してあるのに対
して,当 審議会の設置に関しては独立の条文(第26条)と し,こ れを受けて政令(中 央教育
審議会令,昭27年6月),規 則(中 央教育審議会規則)が 制定されてい る ことによっても理解
できる。
 中央教育審議会は,教 育刷新審議会のあとを受けて,昭 和27年6月,文 部大臣の諮問に
応 じて 「教育 ・学術又は文化に関する基本的 な重要施策 につ いて調査審議し」 「建議す
る」(中 教審令第1条)た めの機関として設けられ,文 部省における教育政策形成を方向づ
ける重大な使命を負わされている。委員定数は20名,任 期2年 で,文 部大臣が 「人格高潔
なる有識者」の中から内閣の承認を得て任命する。時に,正 委員のほか,特 別事項を審議
するたあに臨時委員,専 門事項を調査するために専門委員がおかれることもある。昭和28
年7月 「義務教育に関する答申」(第1回)を 行なって以来,今 日まで に24回 の答申を行
なっている。
 委員の構成は,そ の時どきによって異 っているが,原 則として文部大臣の自由裁量に一
任されているため,発 足以来,時 の文教政策に批判的でない人物に偏りがちで,結 局 「財
界代表プラス学界 ・教育界の長老によって構成され,保 守的傾向が強 く見 られ るのが特
色」 となった。また,当 審議会は,独 自の調査研究機関をもたず,そ れを文部省に依存 し
ているため,文 部省の意向に沿った答申を作成 したり,或 は文部省案を権威づけ,正 当化
する意味をもつだけだといわれることもある16)。               、




 まず,総 理府には青少年対策本部がおかれ,同 本部は年々 「青少年白書」を刊行 して青
少年育成の方途(   )を示唆 している。同本部の外郭には青少年対策協議会,青 少年育成国民会
議などがあり,そ れぞれ青少年施策を企画 し,推 進 している。
 経済企画庁は,そ の所管する経済審議会などを通 して国の総合的な経済計画を立案する
なかで,労 働(     )力の育成,訓 練の問題を取扱い,教 育政策形成に大き く関与 している。池田
内閣時代の所得倍増計画において,経 済審議会の人的能力部会が 「経済発展における人的
能力開発の課題 と対策」(昭 和38年1月)を 答申し,経 済成長時代において必要な教育政策




月の 「知識集約化時代 における人聞能力の充実およびこれに調和 した産業のあり方如何」
という諮問に対 して,同 審議会人間能力部会が行なったものである。それは,産 業構造の
知識集約とともに,教 育需要が増大し,生 涯教育が必要 となることを強調 し,そ の具体策
を提示した ものである17)。
 要するに,こ れらの諸機関は文部省と強い連係を保ちながら,わ が国教育政策形成上の
重要な役割を果 しつつある。
ハ 戦後政策形成の特色と問題点
 公教育は,そ の本質的な観点か らみて深 く政治に組み込まれている。
 第一は,そ の制度的側面においてである。いうまでもな く,公 教育は,国 民教育を全面
的に負荷するものとして,公(    コ)的事業として制度化 されているものであるから,そ のことに
よってその運営費の大部分は国または地方公共団体によって賄われている。また,こ の公
共性のために,そ の運営上のルールは,教 育上の不均衝 ・不公正が生じないように一律的
に公権力の作用 として一定の法規範の下に維持 されている。第二は,そ の機能的側面にお
いてである。公教育としての国民教育は,国 民全体を精神的 ・心理的に統合 し,ま た一定
度までの知的 ・技能的 レベルを確保する責務をもつ。このことは,公 教育のその責務への
対応如何に関わらず,公 権i力としては,統 治上の必要から当然のこととして強要するであ
ろう。これらの点からみて,教 育が,公 教育体制を執るかぎり,そ の政治的中立性に幾多
の疑問が投げかけられるのも当然であろう。
 政治体制または態様の変化は,当 然,公 教育をめ ぐる政策形成過程にも大きな変化を与
える。敗戦までのわが国の公教育は,天 皇制体制下の政治過程に組み込まれていた。そこ
では,公 教育の意思形成 ・決定過程の準拠枠となる法規範は,議 会のそれによらない勅令
として制定 されていた。 したがって,教 育政策の形成と決定は1予 算に関わるものを除い
てはすべて教育勅語に象徴される天皇制イデオロギーに統一された価値観のもとで,天 皇
の大権事項として枢密院 と行政官庁(文 部省,内 務省)の 内部操作 によってな されてい
た。






るが,議 会制と民主主義とは本質的には同義 とみてよい。すなわち,民 主主義が主権在民
の原則に立ち,国 民の参政権を広 く認めようとする政治上の原理であるのに対 して,議 会
制は個人の自由主義思想を基盤とし,国 民の参政権一国民投票権を前提 とした代表者によ
って構成される立法機関において国民意思の決定を行お うとするものであるからである。
議会制は,国 民投票権とともに,民 主主義から必然的に導出される制度であって,と もに
代表者原理と多数決原理とをその基盤とする。 しかし,敢 ていえば,民 主主義の思想的根
拠は,消 極的に個人の自由を権力か ら保障 しようとする議会制の自由主義思想以上に積極
的であり,む しろ個人の国家権力e国 政への参加を確保 しようとするものである。が,そ
れはどうであれ,議 会制民主主義は,む しろ結論としての多数決を導出する討論の過程を
重視するものである18)。
 戦後,わ が国新憲法下における議会制民主主義は,当 然のことながら国政上立法府の優
位(憲 法第41条)を 招来 し,そ れ に対応 して政策形成機能上政党 の比重 の増大を 結果 し
た。 しかしながら,こ のことは,一 方では教育政策の決定あるいは立法化過程にさまざま




 つぎに,合 法的支配とは,国 家の権力行使が法定の手続きに合致すると同時に,そ の内
容においても個人の権利や自由を尊重する正義や公正の観念に適合すべきことを求める原
理であって,古 くから法制の基本原理といわれてきた 「法の支配」にあたる観念である。
法の支配は,当 然に権力を法によって制御するという発想に基づ くものであるから,い わ
ゆる 「警察国家」に対する 「法治国家」の原則であって,実 質的には権i力分立,法 による
行政,基 本的人権などを構成要素とする19)。M・ ウェーバーは,合 法的支配 とい う観念
を法律体系に遵 ってなされる支配だと考え,そ して,そ うした支配を組織的,能 力的に担
当できるものとして官僚制を重視 した。事実,今 日の政治の執行,つ まり行政は,す べて
法に遵 ってなされ,専 門的な執行者 としての官僚を現実に生み出している。このことは,
必然的に政策形成過程における官僚および行政機関の機能の増大 を 結果 して くる。 しか
し,こ の同じ機構が,形 式的合法に陥って繁文縛礼主義や無責任な権威主義および制度 自
体のもつ閉鎖的なセクショナリズムに堕 していることも否定できない一面であろう。
 最後に,戦 後わが国における政策形成の第三の特色は,政 党と官僚制の機能増大と並ん
で,大 衆民主主義の原則が除々に根付き,そ れを培うのに重要な機能を果 した産業の発達
とその構造変化,そ れのもたらした情報化現象という社会的基盤の著 しい変動である。社
会条件の変動は,必 然的に入力需要を複雑化し,多 元化させて,こ れまでのような単純 ・
直戴的な入力受容装置では不十分となる。またこれに対応して出カー入力のフィー ドバッ




策形成過程の多元化は,具 体的には各種の支持団体,圧 力団体,世 論,マ ス ・コミなどに
よって構成 される。加えて,国 民の政治的関心度あるいは自覚と理解度は,多 元性の質を
一そう高次元のものにまで高めていくであろう。今後の政策形成過程は,単 に社会環境条
件の変動に止まらず,入 力需要の質の向上 と量の拡大に適確に応え,し かも迅速に対応 し
得るものでな くてはな らなくなって くるであろう。
 以上のような状況に対応するたあに執 られる一般的措置は,歴 史的にはままみられる大
政府主義の完成である。それは,ま ず第一に,行 政府諸機関の増設であり,第 二に,当 然
のことながら各機関で働 く専門職員の増加,そ して第三に,行 政府の職能増大および定員
増に伴な う経費の膨脹をもたらす20)。 これ らの諸現象は,消 極政治 か ら積極政治へと行
政府機能の推移に伴なう必然の成行 きではあるが21),問 題は,こ の結果が,と もす ると
悪 しき行政国家の成立を促進するとい うことである。   ,
 行政国家とは,機 能構造面か らつる現代国家の特性把握 の試 みの名称で あって,そ れ
は,本 来,政 治の出力過程(執 行)の 担当者である行政が,同 時に入力過程,す なわち政
治(基 本政策の形成 ・決定)に も進出して,そ の中心的役割を担 うようになった国家をい
う22)。現代の高度資本主義国家が,そ の支配体制の維持 ・強化 のた め,ま す ます社会経
済への積極的介入を強めて国家職能を拡大せざるを得ないことから,必 然的にこの形態の
国家の相貌を深めてい くのは常識に属するといっても過言ではない。
 今 日の国家は,そ の体制の如何を問わず,社 会の変動 と自らの積極性のゆえに高度な行
政国家であることは否定できない。こうした行政国家化は,現 象的には,第 一に行政府に
対 して立法過程における実質的主導権を転移させ,第 二に行政過程そのものが政治に変質
し,第 三に本来行政の一部である財政機能が政治的意義を増大 し,第 四に以上すべての収
敏点としての計画化権力を行政府が独占するという諸経過を経て進行するものである23)。
それ故に極端な行政国家に対しては,い くつかの鋭い批判が投げかけられている。
 第一に,行 政国家は現代憲法の根本理念,つ まり民主主義の成立基盤を掘りくず して,
テクノクラシーへと指向する。そこでは,計 画化を頂点 とする行政の専門技術性が民主主
義の理念である国民の主権性に取って代わって上位に就 こうとするからである。第二に,
行政国家は民主民義の同義語たる統治機構原理の最 で ある議会制を,官 僚制へと歪曲す
る。議会が国政の中心であるとする憲法的要請は,テ クノクラシーへの推移に伴ない,政
治的内実に豊富な専門技術的知識能力の保持者たるテクノクラットによる事実上の支配に
よってその貫徹を大 きく阻まれ,遂 には後者に席を譲 らざるを得なくなる。第三に,行 政
国家は 「法の支配」をも形骸化し,や がて 「計画の支配」を代置する方向へ働 く。行政国
家において行政が必然的に帯びる専門技術性 ・大量性 ・機動性 ・不可逆性が,行 政立法の
増大,給 付的授益的行政の増加,自 由裁量の拡大となって現われ,行 政の立法的事前拘束
および司法的事後統制を困難ならしめるに及んで,極 めて危険な状態に陥る。 さらに国家
計画体制の進行は,行 政計画が全面的に法律 の委任を受 けて,実 質的に法律に代位した
り,む しろ行政計画が法律の制定 ・改廃を逆に響導することす ら稀でなくなる。第四に,
行政国家は以上のような変質に止まらず,民 主主義の統治目的の最高規範たる自由主義す
ら蚕食しないではおかない。計画化を究極とする行政国家の論理は,自 由ど人権の保障に




と逆転する。分権制は,広 義には,中 央権i力の水平分立のみな らず,垂 直的分権,つ まり
地方 自治をも包含するものであるが,行 政一計画権力の肥大は立法 と執行を均質化 し,司
法機能す ら極小化する(行 政による既成事実化)こ とによって,事 実上行政への権力統合
を果す24)。今や行政国家は,も はや単なる憲法現実というよりは,む しろ憲法規範関係
的性格をもつといっても過言ではない。
 しかし,行 政国家の完成は,そ の機能的基盤に官僚制なくしてはあり得ないのである。




される公共政策の遂行,公 共事務の管理は不可能となり,政 治過程におけるフィー ドバッ
クも成立 しな くなるといっても過言ではない。
 だが,そ の反面,官 僚制には 「官僚主義」 といわれるような好ましくない病弊もある。
過度の独善的感覚,先 例慣行への埋没,セ クショナリズム,弾 力性の欠如,責 任逃れ,繁
文褥礼など,本 来高度の形式的合理性のゆえに最 も能率的な組織 として機能す づ きもの
が,現 実にはかえって実質的非合理性を生み出し,期 待に反して非能率的な組織としてし
か機能 しない場合もある。さらに批判さるべきは,技 術的手段の体系として統治機構の中
にはあ込まれている官僚制が,既 述のようにその発達過程で自律性を獲得 し,自 ら権力を
追求する目的的存在に転化することである。つまり,技 術的手段の体系が肥大化 し,そ の




して,そ れは,現 実政治の相貌 としては行政国家の態様を選択した。また一方では,戦 後
わが国の憲法規範が民主主義へと転換されたことによって,議 会制民主主義と法律主義の
政治原則が確立 した。政党と立法府の機能が戦前のそれに比べて格段に権威付けられたの
は,わ が国の場合,以 上のような歴史的事情によるものであった。しかしながら,資 本主
義と自由主義のもたらした統治機構上の大政府主義一行政国家化は,そ れ自身の中に内蔵
する官僚制化を推 し進あ,歴 史の経過とともに行政府優位の相貌を呈しは じめたことは否
定できない26)。因みに 「官僚機構は,日 本の戦後の政党が新 しい衣裳をまとって政治の
舞台で主役を演ずるためには懸けがえのない基盤」27)に す らな った のであ る。結局 「戦
後の国会も政党も,… ……精緻な官僚機 構の舞台で踊っていたにす ぎな い」28)と いわれ
ても仕方のないことであろう。教育政策形成に関して,行 政府,な かんず く文部省の占め
る地位を推して知るべきであろう29)。
(2) 政策決定過程一立法過程
 政策は,当 初から一個と確定 したものではな く,そ の最終過程の 「決定」にいたるまで
の間には,複 数のものが 「評価」され 「調整」される過程を通 して,可 能性を有するもの
TO
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のみが姐上に上せられる。そして,こ のものが,最 後に法的に制度化 された機関で 「決
定」 されたとき,そ の正当性が公認され,公 的な拘束力を もつ.ものとして政策 となる。し
たがって,政 策決定は,政 策の公式化をめぐる一連の意思決定過程の最終段階であり,し政
策過程の終結点 として位置づけられる。それは,政 策の形成か ら決定にいたる過程を動か
す諸要因のダイナ ミックな相互作用が収束し,価 値の権威的 ・拘束的配分に関する決定を






 ところで,政 策決定のメカニズムに関していえば,い かなる集団が,い かなる要求 ・利
害の下に,い かなる様式で政策の決定過程に参加 しかつ作用しあうのか,政 策決定をめ ぐ
る諸集団の相互作用過程はどのように展開されるのかを明らかにすることであろう。 この





 政策決定は,社 会における問題状況に対する解決策の選択であり,当 該社会の行為の指
針および規範の設定を行う集合的な意思決定である。 したがって,政 治的次元における集
団の社会的適応の一種であるともいえる。政策決定をこのように解すれば,そ の規模の大




④ 国家の場合  立法府での政策決定
⑤ 自治体の場合(都 道府県,市 町村)
         行政体,議 会での政策決定
B 単機能的集団での政策決定
  ◎ 行政府の場合(専 門的に分化した行政官庁,公 団,公 社)
           専門行政体での政策決定
  ④ 各種団体の場合(政 党,会 社,組 合その他民間諸団体)
           団体内での政策決定
この場合,政 策決定の有効範囲をみると,
@は,決 定の効果 ・影響が国全体に及び,⑤ は,直 接的には それぞれ の地域 に限定され
11
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る。◎は,そ の及ぶ範囲は国全体であるが,専 門的に分化された事項に限 られ無さらに,
④は,そ れぞれの団体内に限定(但 し,政 党については,そ の内容いかんによって必ず し
も一定 しない)さ れる32)。
 また,拘 束力の強度とい う点か らみると,④ の場合が最も強 く,多 くの場合,法 律とい
う形をとり,他 のいずれの政策決定をも拘束する。公教育に関する政策決定については,
④の場合が量的にも多いが,な お,「 規則」とい う形で⑤,「 訓令」 「通達」 「告示」な
どの形で◎,学 校内部での 「規程」 「内規」などの形で④がある。ただし,以 下で取 り上
げる政策決定は,立 法府 レヴェルのそれに限定 したい。
 ところで,既 述のように,戦 後わが国における政策決定の特徴は,要 するに法律主義で
あり,と くに公教育体系の維持 ・管理に関する重要事項については,立 法府において法律
の形を とる政策決定が行われている。それゆえに,そ の過程は,イ デオロギーを異にする
政治勢力の激 しい抗争によって特徴づけられている。この過程 につ いて は,前 稿におい
て,既 にH・D・ ラスウエルの機能的段階づけやH・A・ サイモンの変数の相互対応型な
どによって一応の分析を示 してはおいたが33),さ らに重ねて本稿2節(1)項 イの 「位相」
によって説明を加えておきたい。その場合,こ の過程は,政 策形成過程 と同様の位相をと
って進行するということが前提 となっている。しかし,仮 りに位相は同じであっても,政
策形成の場合のそれ と決定の場合のそれとでは内容的に若干の相違がみられるのは当然で
ある。という理由は,前 者形成の場合は,そ の過程に参画す る構成員が共通の価値観 ・イ
デォロギーに立 っていることが多いので,つ ぎの評価,調 整が行われ易いが,後 者の決定
(立法)の 場合は,そ れぞれ政治的イデオロギー,党 派的利害が相反し,し かも複数のも
のが相対立するため,前 者に比べてその増幅の度が大 きいからである。
 認知的位相一提案者による趣旨 ・内容の説明,質 疑応答。
 評価的位相一反対者の批判,意 見陳述。評価は価値観,イ デオﾟギ ーを基準 として行わ
  れ,し かも二者択一的で厳しい。              ,      _
 調整的位相一評価の相違を埋め,葛 藤収拾のための話し合い,取 引,裏 面工夫。合意す
  れば原案どおりだ し,時 には原案修正,時 には対立のまま次の位相へ進むことすらあ
  る。
 決定的位相一政策決定過程の最終局面。合意 ・妥協が成立すれば満場一致,そ うでない
  場合は多数決による採決。・未調整 ・対立のままの場合は,強 行採決または小数派のボ
  イコッ トもあり得る34)。
 政策決定過程を上記四位相の螺旋運動とすれば,当 然にその運動を成立させる 「場」が




 法案を提出し,成 立させようとする主体的勢力と,そ れを抑止 しよ うとす る勢力があ
り,前 者を仮 りに順勢力といえば,後 者は抗勢力とで もいえよう。立法府における順勢力
の顕在的部分は多 くの場合政府 ・与党であり,後 者は野党であろう。 しかし,順,抗 とも
12
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それぞれ 自らを支持する潜在的部分としての院外団体を有 し,そ れが,顕 在的部分のエネ
ルギー源となっている。決定過程の分析においては,各 勢力の組織力,行 動力,価 値観 ・
イデオロギー,政 策への関心度と意欲などが問題 となるであろう。
B 目標 ・ねらいe政 策の内容
 これには,立 法の動機,政 策対象,目 標と手段が含まれる。つまり,価 値配分 の仕方を
決定するものである。教育体系に配分されるべき価値はつぎの四つであろう。
 ④ 教育環境の物的条件整備に関するもの
 ⑤ 教育の理念,目 標,内 容,方 法に関するもの
 ◎ 教育の管理 ・運営に関するもの
 ④ 教職員人事に関するもの
 このうち,④ を除けばすべて関係者の価値観,利 害に直接的に関連 しており,し たがっ
て,順,抗 間の緊張,対 立,葛 藤が激 しい。
C 運動の準拠一機構,法 制,手 続など
 政策決定が行われる際,運 動がそれに従って執 り運ばれていく準拠である。例えば,立
法府のそれは,ま ず衆 ・参両院の委員会から本会議へ,し かも衆議院先議であり,そ の際
法令,慣 例に悸ることは許されない。
D 運動の状況一問題状況,権 力状況
 問題状況とは,政 策形成 ・決定を刺戟し,促 進する外的状況であり,権 力状況 とは,勢
力群の実際の動向に影響する順 ・抗勢力の比,世 論,院 外運動などである。問題状況が厳
しく,権 力状況が盛 り上 っているとき,順,抗 の対立は最 も激しいものがみられる35)。
 政策決定過程は,上 記四つの諸要因がからみ合いながら,さ らに四つの位相を経過 して,
展開するダイナ ミックなものと考えることができる。
ロ 教育における意思決定構造
 教育と政治との関係からいえば,教 育政策の決定は,公 教育の体系内だけでなされるも
のではな く,む しろ政治体系が公教育体系に対 して行な う 「出力」を決定するという形で
なされ,ま さに政治体系の作用に属することである。政治体系は,教 育界はいうまでもな
く,そ の他各種の社会 ・環境体系から種々の教育要求をイン・プットし,そ れを自らの変
換器匠かけて実効性ある教育政策を策定 し,必 要な政治的資源を動員 しながら公教育体系
内に拘束的にアウ ト・プットするのである。すなわち,政 治体系は,権 力 という媒体を挺
子 にして公教育体系に対 して政策決定を行ない,行 政を してそれを実施させるのである。
それゆえに,教 育政策の決定は,政 治体系と公教育体系とが相接 して相互に作用 し合 う境
界過程に位置づけられるのである。決定 された教育政策は,既 述の法律主義の決定構造の
なかでは,公 教育体系のすべての意思決定過程の準拠枠となり,全 教育過程における意思




 ところが,観 点を代えて,組 織体 としての公教育を組織 自体 という観点からみる限 りで
は,そ れ自体,公 教育は目標の遂行にみあった構造を有 し,意 思決定の過程を内在 させて
いるということもできる。したがって,組 織は意思決定の連鎖から成立 す る ものであっ
て,シ ステムとして捉えることができる。換言すれば,公 教育を意思決定の連鎖から成立
するシステムだとみることができる。そこで,公 教育の体系は,そ の展開段階に対応 して
重層的に形成される意思決定の構造をもつと考えてよいであろう。この構造は,当 然教育
↓の目標達成に向って作動すると考えてよい。その作動過程が意思決定過程なのである。
そこで,そ の過程は,問 題状況に対応 して戦略的要因を識別 し,目 標と手段を選択 して明
確に限定し,教 育の実践行為を導き,指 導する過程なのである。
 熊谷一乗氏は,公 教育の展開段階と意思決定の構造および過程,な らびに両者の関係を
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威 信 ・慣 行
影 響 力
政 策 決 定
行 政 決 定
経 営 決 定
作 業 決 定
運 動 決 定
熊谷一乗 「教育政策決定の力学」より
 この表によって,わ れわれは,公 教育の展開段階(シ ークエンス)と 意思決定の構造お
よび過程(ス コープ)の 関係を体系的に,し かも容易に理解 す る ことがで きる。 この場
合,展 開の段階は,拘 束力の強さ,範 囲(教 育変動だけは例外)を 基準として,政 策一制
度一組織一過程と展開する。つぎに,ス コープに関していえば,そ れぞれの各段階に対応
してそれぞれに制度化された機構があり,そ こで権威的な意思決定がなされ(そ の場合の
内容,主 体,規 準,性 質については,表 示のとおりである),下 位の決定を拘束すること
が明示されている。つまり,公 教育の体系が目標を達成するために,そ の意思決定が重層
的に構成されていることが一目瞭然である。
 ここで,一 言,「 教育変動」 について触れておかなくてはならない。同氏によれば,教
育変動をシステムとしてめ公教育の構造的変化,或 は制度,組 織,過 程の構造の 「動態」
とみれば,そ れは,「 静態的次元」にあると見倣される四領域 とは異なった次元に位置付
けられるであろうが,だ からといって,教 育変動を四領域から隔絶す る ことは適当でな
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おける 「問題状況」は直ちに教育需要(教 育運動く要求>1か ら政治的,行 政的必要を含
む)を 惹き起こし,政 治から教育への 「アウ ト・プ ット」e「 政策供給」を結果 して,権
力体系の維持 ・保存策 としての適応策が講 じられ,そ れが,何 らかの形で教育制度,教 育
組織,教 育過程(現 場)に 変更を加えるようにはね返 って くるからである。それによって
「問題状況」が一気に解決すれば,そ れでよい。 しかし,戦 後わが国の教育環境の混乱と
その異常さが例示するように,教 育には本質的に根強 く価値観やイデオロギーがからみつ
いているので,そ のことから,教 育需要とその社会的機能に相応す る政策供給の不均衝が




 法律主義の決定構造のもとにあっては,教 育政策決定は,す べてが立法府での審議,決
定にかかっている。つまり,教 育立法過程が教育政策決定力学の中心的位置を占めるとい
うこどになる。
 ところで,立 法府における政策決定過程 も,さ きに挙げた 「場における過程」を経るこ
とは論をまたない。 したがって,こ の 「場」 (審議構造)も,審 議に参加する主体として
の成員,審 議の内容としての対象物,つ まり法案,審 議の準拠 としての規定の手続や法規
範 審議に状況をもたらす場を要因として構成される。そして,審 議は,こ れらの要因に
よって織 りなされる政策決定行為のダイナ ミックな相互作用 として,一 定の過程(認 知,




 政策決定過程は,観 点を代えれば,ま た二つの過程を内在 させているといえる。すなわ
ち,顕 在過程 と潜在過程であるが,も ちろん両者は重 なり合い,相 互に作用し合いながら
全体としての政策決定の過程を構成す る。顕在過程は審議において制度化されたフォーマ
ルな側面であ り,潜 在過程は非公式な種 々の折衝が行われる側面である39)。
 教育政策決定過程における顕在的側面は,両 院文教委員会 と本会議での審議過程である
が,本 会議でのそれは委員会の結論報告に即 してなされる形式的 ・儀礼的なものであるの





 文教委員会は,与 ・野党の教育政策を担当す る国会議員 によって構成 され る。委員数
は,衆 院(    )が定( )員30名,参院が20名 で,各 党別配分は議席数によってその都度異なるが,現
在のところ,両 院とも自民党が過半数を占め,委 員長を出している。委員会には委員長の
下に理事がおり,会 の運営について協議 し,審 議 日程や議案の取扱いを調整する。理事の
定員は,衆 院8名,参 院4名 となっているが,そ の各党別配分 も議席数 に応 じて なされ
る。
 委員会における審議は,法 律の形をとって成立する国家次元の教育政策のすべてについ
てなされるが,こ のほかにも教育上の時事的諸問題が各党委員から提出され,論 議 されて
政府側の政策形成や教育行政に大 きな影響を与えることが多い。委員会の機能は,地 味で
はあるが,教 育に関する国の意思決定を問題にするとき,重 視されなければならない。
 委員会の意思決定は,多 数決制でなされる。 したが って,委 員,理 事を多 く出している
政党が委員長を リー ドし,優 位である。委員会の構成からいって,両 院とも自民党が政策




の専門家ではあるが,自 民党は委員の過半数が党内では教育問題の専門家 として自他 とも
に認められ,し かも文相,文 部政務次官,党 文教部会会長 ・副会長の経験者を含み,社 会
党,共 産党は教職経験者,日 教組出身者を多く出している。そこから,自 ら与党は保守勢
力,財 界,文 部省の教育意思を代弁 し,野 党は教育現場,と くに日教組の意思を代表する
ものとして,教 育をめ ぐる保守,革 新の代理戦争という色彩を濃 く示 して いる。 委員会
のこうした性格は保守合同以来一貫的に続 いて お り,そ れ に教育をめ ぐるイデオロギー
対立も加わって,教 育の基本に関わる重要事項についての審議にあたって は,し ば しば
与,野 党の激突がみられ,審 議未了,強 行採決というケースも決 して珍 らしいことではな
い40)。
 次に,教 育立法過程における潜在的側面というのは,す でに述べたように,直 接的に審
議過程の表面に現われない舞台裏での非公式な談合,取 引き,調 整,妥 協をさすものであ
って,こ の過程は,党 派の勢力関係ないし力関係で運ばれるものではない。むしろ折衝に





 一般的にいって,激 しい対立が予測される重要法案の場合は,潜 在過程の動きは活発 と





3 ま  と  め
 一般政策過程を前提としながら,教 育政策の形成と決定に関する過程分析を ごく簡略に
行ってきた。もちろん,十 全なものとはいえないが,矢 よそのことは触れセ きたつ もりで
ある。 しかしながら,教 育政策過程は,一 定の価値 ・イデオロギー志向と利益志向に基づ
くベ クトルを備えた構成員が制約あるコミュニケーション空間と制御規範のなかで,特 定
の提案に対 して法的正当性と権威を与えるかどうかをめぐって相剋 し合 うダイナ ミックな
過程であるだけに,極 あて複雑であり,力 動的であって,静 的にそれを表現 し直すことは




子を予あ知 り,そ こから総合的 ・全体的な政策意図を推測 していかなくてはならない。つ
まり,拙 なくとも,分 析は予めなされな くてはならない作業過程であったのである。




 一つは,一 般的方法とでもい うべきものであって,総 体的に教育政策が狙 って施策,施
行される対象を分析することであり,二 つは,具 体的歴史的事実 としての特定政策の分析
であって,具 体的方法とでもいえよう。後者は,す でに多 くの例が示 されているが,前 者
に関 しては未だその例をみない。
 教育政策論について論究すべき課題は,い まだ数多 く残されているといっても過言では
ないであろう。
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